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方法論的注記. 本レポートは三種類の言明を区別して構成する。(1) 検証済みの事実――公表統計・公表予
測に出典を付す。(2) 明示的な前提――採用率・稼働効率・捕捉率などの想定値で、「仮定」と明記する。
(3) 提案する枠組み――上流性指数・国民オートメーション基金などで、既存の学術的伝統(タスク自動化
論、ソブリン・ウェルス・ファンド論、社会配当論、ケイパビリティ・アプローチ)を統合した政策構想で
あって、確立された制度でも「前例なき発見」でもない。2040年以降の長期見通し、とりわけAI能力の外
挿は本質的に不確実性が大きく、本レポートは確定的予測ではなく条件付きシナリオ分析として読まれる
べきである。

エグゼクティブ・サマリー
かつての「一億総中流」に代わる国家目標として、全国民が所得・資産・可処分時間・健康・ケイパビリティの5つ
の側面で、現在の富裕層に相当する生活を享受する社会を「一億総上流社会」と操作的に定義し、その実現可能性・
制度設計・工程を検討する。中核の論点は四つである。

第一に、日本は「強制された自動化」という稀有な初期条件を持つ。欧米では自動化の最大の政治的障壁が「雇用喪
失」であるのに対し、人口減少下の日本ではこの符号が反転している。ギャップを埋めなければ失われるのは雇用で
はなく、生活維持サービスそのものである。この非対称性こそ、日本が自動化を最速で進めうる根拠である。

第二に、技術の供給と労働の需要が交差しつつある。基盤モデルの性能向上、推論時の思考の深化、視覚・言語・行
動を統合したロボット制御(いわゆるフィジカルAI)の成立により、機械が担いうる仕事の範囲が広がっている。本レ
ポートの見立てでは、2040年の国内労働ギャップを機械の労働力で埋めることは、慎重な前提の下でも達成可能域に
入る――ただし後述の通り不確実性は大きい。

第三に、分配なき自動化は「一億総上流」を生まない。自動化が生む余剰を国民が共同所有する国民オートメーショ
ン基金、自動化レント課税、算力基本権からなる三層の所得の仕組みを提案する。全国民への均等な配当は、格差を
測る指標(ジニ係数)を確実に縮める――その理由は本文で平易に説明する。

第四に、豊かさの一部は賃上げでなく「自動化による値下がり」で実現する。サービスの生産性が上がれば、これま
で際限なく高くなってきた介護・医療・教育などの相対価格が下がり、名目の所得が同じでも実質的な購買力が高ま
る。この経路は分配政策と独立に働くため、政策全体の頑健性を高める。

第1章 問題設定 ― 「一億総中流」の次に来るべきもの

1.1 歴史的文脈
高度成長期の日本は、多数の国民が自らを中流と認識する社会を実現した。しかしバブル崩壊後のおよそ30年間、実
質賃金は長期停滞し、非正規雇用の拡大と単身・高齢世帯の増加によって、均質な中流意識は解体した(これは広く
共有された背景認識である)。本レポートの立場は「中流の復元」ではない。人口減少という不可逆な条件の下で整
合的な唯一の道は、労働の投入と所得の結びつきを段階的にほどき、自動化資本が生む余剰を国民全体の所得・資産・
時間へ転化する体制への上方転換である。

1.2 「上流」をどう測るか ― 上流性指数〔提案①〕
「上流」を情緒的なスローガンから測定可能な政策目標へ変換するため、個人の状態を次の5つの側面でとらえる。
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側面 内容 基準の目安(例示)

所得 物価調整後の等価可処分所得 2020年代の上位1割相当

資産 純金融資産＋持分資本(基金持分を含
む)

等価純資産およそ2,500万円相当

時間 起きている時間のうち自分の裁量で使
える割合

6割半ば

健康 同年齢層のなかでの健康寿命の相対的
な長さ

上位3割水準

能力 教育・算力・移動へのアクセスの総合 標準を1とする

これら5側面を、「掛け算」の発想で合成するのが上流性指数である。単純な足し算でなく掛け算にする理由は、側
面どうしが完全には代替しないからである。所得が2倍でも自由時間が半分なら、指数は改善しない。「上流」とは
金銭の単調な関数ではなく、諸側面の均衡を要求する合成概念なのである。

そのうえで「一億総上流」の達成を、次の二条件で定義する。(A) 国民の95%以上が5側面すべてで基準の目安を満た
すこと。(B) 上流性の分布自体が十分に平等であること(格差指標が0.25以下)。 条件(B)を課すのは、平均だけを押し
上げて分布の裾を放置する「見かけの豊かさ」を排除するためである。

第2章 現状診断 ― 三重の構造制約と、隠れた優位

2.1 人口動態:動かせない前提
国立社会保障・人口問題研究所の令和5年推計(出生中位・死亡中位)によれば、総人口は2020年国勢調査の1億2,615
万人が、2070年には8,700万人に減少し、65歳以上人口の割合(高齢化率)は2020年の28.6%から2070年には38.7%へ
上昇すると推計されている[2][3]。15〜64歳人口が総人口に占める割合は、2020年の59.5%から2070年には52.1%へ
低下する[2]。中間点にあたる2040年の総人口は1億1,283万7,000人と見込まれる[6]。厚生労働省の整理では、団塊の
世代がすべて75歳となる2025年には75歳以上が全人口の約18%、2040年には65歳以上が全人口の約35%になると推
計されている[4]。生産年齢層の縮小と後期高齢層の膨張が同時進行する――これが本構想の動かしがたい与件である。

2.2 労働供給制約:1,100万人ギャップ
リクルートワークス研究所のシミュレーション(『「働き手不足1100万人」の衝撃』)によれば、2040年には介護サー
ビス職で25.2%、ドライバー職で24.1%、建設職で22.0%の人手が不足し、20年間で生産年齢人口は1,428万人減少す
る。この数値の政策的含意は決定的である。欧米で自動化の最大の障壁である「雇用が奪われる」という問題が、日
本では符号を反転させている。 ギャップを埋めない場合に失われるのは職ではなく、宅配・小売の品出し・道路補修・
除雪・保育・介護といった生活維持サービスの水準そのものである。したがって日本は、雇用喪失をめぐる政治的抵
抗を回避しつつ自動化を推進できる、世界でも稀な立場にある。

2.3 隠れた優位:ロボット産業基盤
IFR『ワールドロボティクス2025』(2026年4月発表)によれば、製造業のロボット密度で日本は従業員1万人当たり
446台の世界第4位である(1位・韓国1,220台、2位・シンガポール818台、3位・ドイツ449台)。日本は「世界のロボッ
ト製造大国」と位置づけられ、既存の産業用ロボット基盤で世界最前列にある。

https://www.pacola.co.jp/%E4%BB%A4%E5%92%8C5%E5%B9%B4%E6%8E%A8%E8%A8%88%E7%99%BA%E8%A1%A8-2070%E5%B9%B4%E3%81%AE%E6%97%A5%E6%9C%AC%E4%BA%BA%E5%8F%A3%E3%81%AF8700%E4%B8%87%E4%BA%BA%E3%80%81%E9%AB%98%E9%BD%A2%E5%8C%96%E7%8E%873/
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_21481.html
https://www.pacola.co.jp/%E4%BB%A4%E5%92%8C5%E5%B9%B4%E6%8E%A8%E8%A8%88%E7%99%BA%E8%A1%A8-2070%E5%B9%B4%E3%81%AE%E6%97%A5%E6%9C%AC%E4%BA%BA%E5%8F%A3%E3%81%AF8700%E4%B8%87%E4%BA%BA%E3%80%81%E9%AB%98%E9%BD%A2%E5%8C%96%E7%8E%873/
https://www.satsuki-jutaku.mlit.go.jp/journal/article/p=2245
https://www.mhlw.go.jp/content/12601000/001093650.pdf
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ただし警戒すべき比較対象は中国である。同報告によれば、中国の産業用ロボット稼働台数は約200万台と世界最大
で日本のおよそ4.5倍、2024年の新規設置台数は29万5,000台で世界全体の54%を占めた(一方、中国のロボット密度
は166台で世界22位にとどまる)。量産規模ではすでに劣後しており、日本の勝ち筋は精密減速機・サーボ・センサと
いった基幹部品、システムインテグレーション、そしてフィジカルAIの実装運用ノウハウに絞られる。

2.4 制度環境:AI推進法体制
制度面の初期条件は良好である。AI法(人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律)は2025年6月4日に
公布され、9月1日にAI戦略本部の設置に係る規定等も含めて全面施行された[3]。これはEU型の規制法ではなく、罰
則を持たない日本初のAI基本法(振興法)である[4]。2025年12月23日に閣議決定されたAI基本計画は、その第1章で日
本が「世界で最もAIを開発・活用しやすい国」を目指すことを掲げている[5]。さらに同計画は、自律的に業務を実
行する「AIエージェント」や、現実世界でロボット等を動かす「フィジカルAI」といった新技術の進展を明記してい
る[8]。推進型の基本法を選んだこと、そして計画自体がフィジカルAIを視野に入れていることは、本構想にとって
好適な出発点である。

第3章 分析の枠組み ― 五つの見取り図

本章は本レポートの中核だが、数式は用いず、論理を言葉で示す。以下の想定値はすべて明示的な仮定であり、第7
章で幅を持たせて検証する。

3.1 「自動化フロンティア」という見方
経済を「無数の仕事(タスク)の集まり」ととらえる。それぞれの仕事は、人間が担うか機械が担うかのいずれかであ
る。自動化が進むとは、この境界線――自動化フロンティア――が人間側へ動き、機械が担う仕事の割合が増えるこ
とを意味する。

人口減少経済で決定的に重要なのは、この境界線が動く速さと、労働力が減る速さの競争である。労働力が毎年減っ
ていくなかで、自動化がそれに追いつく速さで進めば、一人当たりのサービス水準は保たれる。逆に、自動化の速さ
が労働力減少の速さを下回った瞬間に、サービス水準は劣化しはじめる。2.2節のギャップ推計は、現行トレンドで
はこの「追いつき」が2030年前後に破綻しうることを示している。

3.2 人間とロボットは、どこまで置き換え可能か
仕事の性質によって、人間と機械の置き換えやすさは大きく異なる。定型的な身体作業(運搬・組立・清掃)は置き換
えやすく、対人ケアの情緒的な中核(看取りの寄り添いなど)は置き換えにくい。フィジカルAIの本質的な効果は、「
置き換えやすい仕事」の範囲そのものを時間とともに拡げていく点にある。したがって自動化は「全か無か」ではな
く、置き換えやすい周辺部から中核へと段階的に浸透していく過程として理解すべきである。

3.3 ロボットの貢献を「人数」で測る ― ロボット労働換算〔提案②〕
自動化の進み具合を「台数」で測るのは誤解を招く。台数は、稼働時間・作業効率・対応できる仕事の幅を無視する
からである。そこで本レポートは、ロボットの貢献を「労働者何人分か」に換算する単位を導入する。基準は「標準
的な労働者1人の年間労働(およそ年2,000時間、遂行能力を1とする)」である。

具体的に見積もってみよう。2030年代半ばの汎用機は、整備時間を除けば年におよそ6,000〜7,000時間――人間の3
倍以上――稼働できる。ただし作業効率は当面人間の6割程度、対応できる仕事の幅は8割程度と控えめに置く。これ
らを総合すると、汎用ロボット1台は、実質的に労働者およそ1.4人分の労働を供給すると見積もられる。

https://www.josis365.com/blog/ai-promotion-act-sme-guide/
https://www.businesslawyers.jp/articles/1475
https://smart-society.dentsusoken.com/column/6
https://keiyaku-watch.jp/media/hourei/2025-ai-law/
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この換算を使うと、必要台数の目安が出る。2040年の1,100万人ギャップのうち、ソフトウェアAI・既存の工場自動
化・業務プロセスの見直しでおよそ4割(労働者440万人分)を吸収すると仮定すれば、汎用ロボットが担うべき残りは
労働者660万人分である。1台が1.4人分を担うなら、必要となる汎用ロボットはおよそ460万台という桁になる。

この規模感は外部予測と照合できる。三菱総合研究所は、家庭用ヒューマノイドは2050年時点で国内500万台・全世
帯の1割程度の普及にとどまると推計している[3]が、本構想の460万台は家庭用ではなく産業・業務用途を主軸とす
る点が異なる。実際、モルガン・スタンレーは2050年までにヒューマノイド市場が5兆ドル規模・10億台以上に達し、
稼働機の約90%が産業・商業施設の反復作業で活用されると予測している[2]。産業主軸で460万台という目標は、こ
うした世界市場の成長見通しと整合的な桁である。

3.4 コストはなぜ下がるか ― 学習曲線
導入が広がる条件は単純で、「ロボットの1時間当たりコストが、人間の賃金を下回ること」である。ここで働くの
が学習曲線の法則、すなわち「累積の生産量が倍増するたびに、単位コストが一定の割合で下がる」という製造業に
普遍的な経験則である。

歴史的な学習率(倍増ごとに15〜25%低下)の中央値をあてはめると、世界の累積生産が現在の水準から百倍規模へ拡
大する過程で、現在1台1,500万円級の機体は2040年前後に200万円級へ下がると見積もられる。この水準では、償却・
電力・保守を含めた1時間当たりのフルコストは、作業効率を割り引いてもおよそ200円前後にとどまる。社会保険料
込みで2,500円を超える人間の実効賃金に対し、一桁以上の優位である。したがって導入は、閾値を越えた後に一気
に加速すると予測される。短期の市場予測もこの加速と整合し、MarketsandMarketsは世界市場が2025年の約29.2
億ドルから年平均39.2%で成長し2030年に152.6億ドルへ、McKinseyは多用途ロボット市場が2040年までに約3,700
億ドル規模へ拡大しうると分析している[2]。

3.5 AIの能力は、どこまで仕事に変換されるか〔提案③〕
自動化フロンティアを押し動かすのはAIの能力向上である。基盤モデルの性能は、計算量とデータ量を増やすほど滑
らかに向上することが経験的に知られており(スケーリング則)、近年はこれに加えて「推論時に長く考える・探索す
る・検証する」ことで単位タスク当たりの能力が押し上げられている。

本レポートは、AI能力の向上が「自動化できる仕事の割合」へ変換される様子を、S字カーブ(はじめは緩やか、途中
で急伸し、上限に近づくと再び緩やかになる普及曲線)としてとらえる。ただし、そのS字が最終的にどこまで届くか―
―自動化が物理的・制度的・人々の選好の観点から許容される上限――は、慎重シナリオでおよそ半分弱、標準シナ
リオでおよそ6割と、幅を持たせて置く。

ここで最大限の誠実さをもって強調する。 スケーリング則の将来外挿は経験則の延長であって自然法則ではない。学
習データの枯渇、電力・半導体の制約、アルゴリズムの飽和のいずれもが、能力向上を減速させうる。技術面の駆動
役は、(i) 検証可能な報酬で鍛えた推論特化モデル、(ii) 実世界の操作を汎化する視覚・言語・行動統合モデル、(iii) 
シミュレーションで安全に大量学習する世界モデル――の三系統である。産業側の期待は高いが、本レポートはそう
した期待表明を能力の実証とは区別し、上限と普及速度の「幅」を通じて不確実性を明示的に扱う(第7章)。

3.6 全員への配当は、なぜ格差を縮めるのか〔提案④の基礎〕
格差の縮小メカニズムは、数式を使わずとも明快である。全国民に同じ金額の配当を配ると、人々のあいだの所得の
「差の絶対額」は変わらないが、所得の「平均」は配当のぶんだけ増える。 格差指標(ジニ係数)は、平たく言えば「
平均に対する差の大きさ」なので、分母である平均が膨らめば、格差指標は自動的に縮む。しかも縮み方は明快で、
配当額が平均所得に対して大きいほど、格差はその比率で縮む。

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000032.000005874.html
https://www.mri.co.jp/knowledge/column/20260113.html
https://www.mri.co.jp/knowledge/column/20260113.html
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具体的な目安を示す。再分配後の等価可処分所得の格差指標を現状の0.33、平均所得を300万円と置くと、格差指標
を目標の0.25まで下げるには、一人当たり年およそ100万円の配当が必要になる。全国民規模では年およそ110兆円の
オーダーである。この規模は税だけでは賄えない。だからこそ次章の資本所有の仕組みが要る。

3.7 ボーモルの逆転 ― 値下がりが豊かさを生む〔提案⑤〕
介護・教育・医療といった対人サービスは、これまで「生産性が上がりにくい」ために相対価格が上昇し続けてきた
(ボーモルのコスト病)。フィジカルAIは、まさにこのサービス部門の生産性を引き上げる技術であり、コスト病を逆
転させる。

消費のおよそ6割を占めるサービスの相対価格が今後20年で年2%ずつ下がると仮定すると、生活に必要な買い物かご
全体の費用は現在の8割程度まで下がる。これは、名目の所得が一円も増えなくても、実質的な購買力がおよそ25%
高まることを意味する。「一億総上流」の所得目標の一部は、賃上げではなく、この自動化による値下がりで達成さ
れる。しかもこの経路は分配政策とは独立に働くため、政策全体の安全余裕を高める。

第4章 マクロ経済シナリオ 2026–2050

一人当たりの豊かさの伸びは、「経済全体の伸び」から「人口の増減」を差し引いて決まる。日本では人口が年およ
そ0.6%減っていくため、経済全体の規模を維持するだけで、一人当たりでは年0.6%の底上げが自動的に生じる(分母
が小さくなる効果)。以下、一人当たり実質の伸び率の想定別に、2050年の生活水準を2026年=100として示す。

シナリオ 一人当たり実質の年伸び率 2050年の水準(2026=100) 含意

S0:停滞 1.2% 約133 自動化遅延とサービス劣化
が併存

S1:基準 2.6% 約185 ギャップ閉鎖＋部分的な配
当

S2:変革 4.1% 約263 自動化の中位シナリオが実
現

S3:急進 5.6% 約370 自動化上限が高く、コスト
も急落

基準〜変革の帯(S1〜S2)でも、3.7節の値下がり効果(実質購買力＋約25%)を重ねれば、2050年の実質生活水準は中
央値の世帯でおよそ2.2〜3.2倍に達しうる。これは現在の上位1割(上流の目安)の生活水準を、中央値の世帯が上回る
方向に働く。ただしこれらは点推定ではなく、技術・分配・人口の前提がすべて成立した場合の条件付きの帰結であ
る。

第5章 制度設計 ― 三層の所得と国民オートメーション基金
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5.1 設計の原理
自動化の果実は、放置すれば自動化資本の所有者に集中する。仕事の多くが機械に移るほど、労働から得られる所得
の取り分は縮む。だから「一億総上流」の必要条件は、国民一人ひとりが自動化資本の持分保有者になることである。
所得を次の三層で構成する。

• 第1層:労働所得 ― 縮小し、次第に「生計のため」から「やりたいから」へと性格を変える。

• 第2層:私的な資本所得 ― 各人の貯蓄・投資からの収益。

• 第3層:社会配当 ― 国民が共同で所有する自動化資本からの、全員一律の分配。

5.2 国民オートメーション基金〔提案④〕
機能. 国内外の自動化資本(ロボット群、AI計算基盤、基盤モデルの持分、関連知財)へ投資し、その収益を全国民へ
均等に配当する主権的基金。発想はアラスカ永久基金やノルウェーの政府年金基金の系譜にあり、日本にとっては既
存の運用インフラの転用として構想できる。

実行可能性の実証的な裏づけ. 日本はすでに世界最大級の公的運用機関を持つ。GPIFの2025年度末の運用資産額は
293兆6,437億円に達し、2025年度の収益率はプラス16.47%、収益額は41兆3,995億円であった[9][1]。市場運用を開
始した2001年度からの累積収益額は196兆9,306億円にのぼる[8]。市場運用開始以来はじめての6年連続プラス運用と
なっている[9]。すなわち「超大規模・長期・分散運用による国民資本の管理」という制度技術を、日本はすでに保有
している。国民オートメーション基金は、この技術を自動化資本へ特化させる試みである(ただし本基金はリスク資
産への集中度が高くなるため、GPIFとは別建てのガバナンスと、明確なリスク限度の設定が不可欠である)。

基金はどう育つか. 基金の元手は三つの流れで積み上がる。第一に自動化レントの拠出――人間の賃金と機械のコス
トの差から生じる経済的な超過利潤の一部を組み入れる。2040年時点でこの直接的なレントは年およそ30兆円のオー
ダーになると見積もられる(補完財や新しい仕事の創出による波及は別途)。第二に運用収益、第三に新規の政府出資
である。ここから配当を払い出す。捕捉率(レントのうち基金が取り込む割合)を3〜4割、実質運用利回りを年3.5%程
度と置けば、2050年の基金規模はおよそ600〜900兆円に達しうる。

もっとも、配当の目標(一人年100万円=総額約110兆円)を基金の運用益だけで賄うのは非現実的である。したがって
基金は、運用益・自動化レント課税・データ配当を組み合わせ、配当を段階的に増額する設計とする(たとえば2035
年に年24万円、2045年に年60万円、2050年代に年100万円という経路)。

自動化レント課税の正当性. 経済学の最適課税論には、「供給がほとんど反応しない対象(経済的な超過利潤=レント)
には、高い税率をかけても効率の損失が小さい」という頑健な結論がある。自動化が生むレントはまさにこの性質を
持つため、高率課税が正当化される。実装上は法人の利潤全体ではなく、ロボット労働換算の統計に紐づく「自動化
余剰」の部分に課税ベースを限定することで、通常の投資意欲を損なわないようにする。

5.3 算力基本権〔提案⑥〕
上流性の「能力」の側面の中核として、全国民に一定量のAI推論を保障することを提案する。目安は、一人ひとりが
日々、高度なAI秘書・家庭教師・医療相談・法務支援を常時使えるだけの計算量である。国家全体では相応の計算基
盤(高性能アクセラレータ数十万基規模、必要電力はおよそ0.35ギガワット、年間電力量にしておよそ3テラワット時)
を要するが、これは国家プロジェクトとして技術的にも財政的にも射程内の規模である。教育・医療・法務へのアク
セス格差を、計算資源の公的保障によって縮めることが狙いである。

5.4 補完する制度
• データ配当. 国内で生成される学習データや操作ログの集合的な価値への対価を、基金へ組み入れる。

https://www.smd-am.co.jp/market/naruhodo/2026/naruhodo_vol270/
https://www.gov-online.go.jp/hlj/ja/november_2025/november_2025-08.html
https://finance.biggo.jp/news/7e8549e6-600c-48b4-8bce-ffd3c7826269
https://www.smd-am.co.jp/market/naruhodo/2026/naruhodo_vol270/
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• ケイパビリティ個人勘定. 生涯にわたる学び直しと技能転換のための個人口座。自動化の進む速さに応じて拠出率
を調整する。

• 時間主権. 生産性向上の成果を所得だけでなく時間にも配分する。成果の一定割合を労働時間の短縮に充てれば、
現在およそ年1,600時間の労働は2050年に年1,200時間台(実質的な週4日制)へ移行しうる。上流性の「時間」の側
面は、こうして初めて満たされる。

第6章 技術ロードマップと日本の比較優位

6.1 技術の三層
1. 認知層(基盤モデル). 推論特化モデルと検証可能な報酬による学習。行政文書・医療文書・教育・研究開発といっ

た知的な仕事を自動化する。

2. 身体層(フィジカルAI). 視覚・言語・行動を統合した制御と、シミュレーションでの大量学習。不足率が最大の三
領域――介護(25.2%)・ドライバー(24.1%)・建設(22.0%)(リクルートワークス研究所推計)――を優先実装の対象
とする。

3. 基盤層(計算・部品・エネルギー). 国産アクセラレータと先端半導体、精密減速機・サーボ・センサ(日本の既存優
位)、そして電力。ロボット460万台の稼働に要する電力は年およそ10〜15テラワット時で、国内発電量(年およそ
1,000テラワット時規模)の1〜1.5%に相当する。データセンターの需要と併せ、電源投資計画への統合が必須とな
る(この値は機体仕様と稼働率で大きく変わる概算である)。

6.2 セキュリティの設計
数百万台の身体を持つ自律機の群れは、国家規模の攻撃対象になりうる。署名済みファームウェア、ハードウェアに
よる真正性の検証、物理出力を段階的に制限する安全枠、地域別・機能別の多段の緊急停止、常設の敵対的評価(レッ
ドチーム)――これらを導入補助金の適格要件として法制化すべきである。安全・信頼性はAI基本計画でも政策の中
核に据えられており、この方向は制度と整合する。

6.3 予測の不確実性についての誠実な注記
楽観だけを採ってはならない。三菱総合研究所の2050年推計は外部機関の公表値のおよそ1割にとどまり、その乖離
は「作業工程の自動化は進むが、人による作業は将来も重要なタスクとして残り続ける」という想定の差に由来する
[3]。本レポートが自動化の上限に「半分弱〜6割」という幅を置いたのは、まさにこの見解の対立を明示的に取り込
むためである。どちらが正しいかは、現時点で決着していない。加えて、より強気の調査では、世界のヒューマノイ
ド市場が2026年の約62億ドルから2034年に約1,651億ドルへ年平均50%超で成長すると予測する例もある[9]――予測
機関の幅の広さそのものが、この分野の不確実性を物語っている。

第7章 感度分析とリスク

想定値を悲観側へ振ったときに何が起きるかを整理する。

想定 中位の仮定 悲観側 悲観時の帰結 緩和策

学習率 倍増ごとに20%低下 10%低下 2040年の機体単価が2
倍→導入5年遅延

量産補助・共通プラッ
トフォーム化

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000032.000005874.html
https://www.yano.co.jp/market_reports/C67126000
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想定 中位の仮定 悲観側 悲観時の帰結 緩和策

作業効率 人間の6割 4割 必要台数が5割増 環境側を構造化して
仕事を再設計

自動化の上限 6割 半分弱 ギャップ閉鎖が2045
年へ後ろ倒し

外国人材・遠隔操作
との併用

能力向上の継続 継続 2030年代前半に鈍化 変革シナリオが基準
へ後退

推論時計算・領域特
化で補完

レント捕捉率 3割半ば 15% 配当が目標未達・格
差拡大

基金への政府出資比
率を引き上げ

これらの想定は互いに独立ではないため、実務では上表の一点読みではなく、各想定に幅を与えて多数回試行する形
(モンテカルロ的な評価)で到達確率を見るべきである。本レポートの結論を一文でまとめれば、「2040年のギャップ
閉鎖は不可能ではないが、複数の楽観条件が同時に成立することを要する」となる。

主要なリスク. (i) 自動化資本が国外や少数企業へ集中すること(→基金による先回りの持分取得)、(ii) 半導体供給をめ
ぐる地政学(→国内製造と同盟国分散)、(iii) 電力制約(→原子力・再エネ・送配電網への投資前倒し)、(iv) AIの安全
性と制御(→評価・監査体制の制度統合)、(v) 社会的受容(→介護などで「人による対応を選ぶ権利」を保障し、自動
化を義務ではなく選択肢として提供する)。

第8章 工程表と評価指標(KPI)

フェーズ 期間 中核施策 評価指標

第0段階:制度基盤 2026–2028 基金の法制化、ロボット労
働換算の国家統計化、自動
化特区(介護・物流・建設)、
算力基本権の試行

換算統計の公表開始/特区内
の不足率を5ポイント改善

第I段階:離陸 2028–2032 三重点領域への大規模実装、
自動化レント課税の開始、
部品産業への戦略投資

供給が労働者100万人分以
上/機体単価を半減

第II段階:閉鎖 2032–2040 ロボット460万台級、社会
配当の開始(段階増額)、週4
日制の標準化

ギャップ閉鎖率100%/配当
年24万円以上/格差指標0.30
以下

第III段階:総上流 2040–2050 配当を年100万円水準へ、
基金600〜900兆円、上流性
指数の国勢調査化

国民の95%以上が上流性の
基準を達成/格差指標0.25以
下/年間労働1,200時間台

工程全体を「台数」ではなく「実効的な労働供給(=労働者何人分か)」で管理するために、ロボット労働換算の国家
統計化を最初の一歩に置くことが要点である。

第9章 結論
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「一億総中流」は、労働の均質な分配によって達成された。「一億総上流」は、労働からの段階的な解放と、自動化
資本の均質な所有によってのみ達成されうる。本レポートの論旨は三段の推論に集約される。

第一に、日本は2040年に1,100万人規模の労働供給不足(リクルートワークス研究所推計)という、自動化を「選択」
ではなく「必然」に変える初期条件を持ち、それゆえに雇用喪失の政治問題を回避して自動化を進めうる稀有な主要
国である。

第二に、性能向上を続ける基盤モデルとフィジカルAIの進展、世界第4位のロボット密度に象徴される産業基盤(IFR)、
そして「世界で最もAIを開発・活用しやすい国」を掲げるAI基本計画[5]により、技術・産業・制度の三条件が2026
年時点で同時に揃いつつある。

第三に、残る決定変数は分配である。全員一律の配当は、平均所得を押し上げることで格差を確実に縮める――この
単純で頑健な関係が示す通り、配当の財源となる自動化レントを国民が共同所有する仕組み、すなわち国民オートメー
ション基金こそが、技術的な可能性を「一億総上流」という社会的な現実へ変換する制度的な核心である。

人口減少は、自動化の世紀においては必ずしも呪いではない。それは、豊かさと労働を最初に切り離すことを迫られ、
かつ許される国への招待状でありうる。その招待に応じるか否かは技術の問題ではなく、本レポートが素描した制度
選択の問題である。

限界と読み方についての最終注記

本レポートは投機的な政策シナリオ分析であり、予言ではない。結論は複数の楽観的な前提の同時成立に依存する。
とりわけ (a) AI能力の向上が続くこと、(b) フィジカルAIが実世界へ汎化すること、(c) レントの捕捉と再分配が政治
的に実現すること の三点は、いずれも現時点で未決着の経験的・政治的な問題である。本文中の金額・台数・比率は、
いずれも桁の妥当性を示すための概算であって、精密な予測値ではない。上流性指数・ロボット労働換算・国民オー
トメーション基金・算力基本権は、既存の学術的伝統を統合した筆者の分析枠組み(提案)であって、確立された制度
でも前例なき発見でもない。実装に際しては、独立した経済・工学・法制の各専門機関による批判的検証を経ること
を強く推奨する。

出典を付した数値は公表統計・公表予測に基づく。想定値(学習率・作業効率・捕捉率など)は明示的な仮定であり、
第7章の感度分析の範囲で解釈されたい。

Learn more

1. 2025年度の運用状況|年金積立金管理運用独立行政法人

2. ［政策お知らせ］人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律の全面施行について | NOVEMBER 
2025 | HIGHLIGHTING Japan

3. ヒューマノイドロボットの市場規模は？2030年・2050年予測と各国の動向 - トレンド＆データ | 未来図（ミライ
ズ）

4. 日本の将来推計人口（令和５年推計） 結果の概要 令和3(2021)年～令和52(2070)年

5. +196兆3,721億円 -15% -10% -5% 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50% -60 -40

6. ＡＩ法 全面施行 －次なるフェーズへ－ - 内閣府

7. 長期市場予測からヒューマノイドロボットのポテンシャルを探る ヒューマノイドロボット最前線（5） | コラム | 
MRI 三菱総合研究所

8. 令和5年推計発表 2070年の日本人口は8700万人、高齢化率38.7%で労働力不足が深刻に - 【公式】福岡の求人広
告は株式会社パコラ

9. 2025年度新着情報|年金積立金管理運用独立行政法人

https://smart-society.dentsusoken.com/column/6
https://www.gpif.go.jp/operation/the-latest-results.html
https://www.gov-online.go.jp/hlj/ja/november_2025/november_2025-08.html
https://www.gov-online.go.jp/hlj/ja/november_2025/november_2025-08.html
https://www.mirait-one.com/miraiz/whatsnew/trend-data_0068.html
https://www.mirait-one.com/miraiz/whatsnew/trend-data_0068.html
https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2023/pp2023_gaiyou.pdf
https://www.gpif.go.jp/operation/15943515gpif/2025_3Q_0206_jp.pdf
https://www.cao.go.jp/press/new_wave/20251003.html
https://www.mri.co.jp/knowledge/column/20260113.html
https://www.mri.co.jp/knowledge/column/20260113.html
https://www.pacola.co.jp/%E4%BB%A4%E5%92%8C5%E5%B9%B4%E6%8E%A8%E8%A8%88%E7%99%BA%E8%A1%A8-2070%E5%B9%B4%E3%81%AE%E6%97%A5%E6%9C%AC%E4%BA%BA%E5%8F%A3%E3%81%AF8700%E4%B8%87%E4%BA%BA%E3%80%81%E9%AB%98%E9%BD%A2%E5%8C%96%E7%8E%873/
https://www.pacola.co.jp/%E4%BB%A4%E5%92%8C5%E5%B9%B4%E6%8E%A8%E8%A8%88%E7%99%BA%E8%A1%A8-2070%E5%B9%B4%E3%81%AE%E6%97%A5%E6%9C%AC%E4%BA%BA%E5%8F%A3%E3%81%AF8700%E4%B8%87%E4%BA%BA%E3%80%81%E9%AB%98%E9%BD%A2%E5%8C%96%E7%8E%873/
https://www.gpif.go.jp/topics/2025/
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Appendix

本付録が用いる中核モデル(タスクベース生産関数)は、皮肉にもAIの経済効果に最も懐疑的な推計の土台でもある―
―アセモグルは同じ枠組みとヒュルテンの定理から、AIのマクロ効果は非自明だが緩やかで、10年間で全要素生産性
(TFP)の上昇は0.66%を超えないとしている[2]。したがって本付録は、楽観的シナリオを「証明」するのではなく、
同じ数理装置の上で楽観と悲観の双方がどのパラメータ仮定から生じるかを可視化することを目的とする(A.13で明
示的に対決させる)。

https://www.soumu.go.jp/main_content/001043230.pdf
https://www.fuji-keizai.co.jp/report/detail.html?code=112510910&la=ja&la=en
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo_mirai/dai2/sankou.pdf
https://www.nber.org/papers/w32487
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付録A 数理経済学的解析

A.0 記法・方法・分類
連続時間 t、人口 N(t)、その成長率 n(t)=Ṅ/N<0。総産出 Y(t)、一人当たり y=Y/N。実質割引率 θ、相対的リスク回
避度 γ。タスク集合を単位区間 i∈[0,1] で表す。以下のモデルは既存文献の応用であって新規の定理ではない。数値
は本体と整合させた概算であり、点推定ではなく桁の妥当性の検証である。

A.1 タスクベース生産関数と自動化フロンティア [確立理論]
Zeira (1998)、Acemoglu–Restrepo (2018, 2022) に従い、最終財を単位弾力性(コブ=ダグラス)でタスク集約する:

ln Y=∫0
1 ln y(i) di.

各タスクは労働または資本(ロボット)で生産可能:

y(i)=AL γL(i) ℓ(i) または y(i)=AK γK(i) k(i).

比較優位を γl(i)/γk(i) が i で増加(高 i ほど労働向き)と仮定する。企業は費用最小化により、資本が安いタスクを自動
化する。閾値 I* (自動化フロンティア) は限界タスクでの費用均等条件で内生的に決まる:

(AL γL(I*))/(AK γK(I*))=(W)/(R),

ここで W は賃金、R はロボットのレンタル費用。コブ=ダグラス集約の下で要素分配率は閾値そのものに一致する:

sK=I*, sL=1-I* .

含意①(置換効果). AI進歩は Ak を高め、フロンティアを右へ(I*↑)動かし、労働分配率 sl=1−I* を機械的に低下させ
る。本体3.1節の「境界線が動く」は、この I* の右進として厳密化される。

含意②(復元効果と『競争』). Acemoglu–Restrepo の核心は、上端に新タスクが生まれ区間が [0,1+Δ] へ伸びると労
働分配率が回復しうる点にある。労働分配率の動学は近似的に

ṡL ∝ (İ_new)復元-(İ_auto)置換,

すなわち本体3.1節の「自動化の速さ 対 労働力減少の速さ」の競争が、ここでは復元 対 置換の競争として定式化さ
れる。

政策的含意(基金の根拠). I*→1 なら sl→0 となり、産出のほぼ全てが資本所有者に帰属する。資本が偏在すれば所得
は集中し、資本が広く保有されれば所得は分散する。 国民オートメーション基金(A.8)は、sl↓ を国民の資本所得で
相殺する、この定理の直接の政策的帰結である。

ヒュルテンの定理への接続. タスク別コスト削減 d ln Ai の集計TFP効果は d ln TFP=∫0
1 si d ln Ai di で与えられる。

これがA.13でアセモグルの懐疑的推計と本レポートを直接比較する共通土台である。実際、彼の枠組みではAIのマク
ロ効果は、影響を受けるタスクの割合とタスク水準の平均費用削減から、ヒュルテンの定理の一種として推計できる
[9]。

A.2 ロボット労働換算(RLE)と必要台数 [本レポートの応用]
標準労働者1人の年間遂行能力を1と基準化する。ロボット1台の労働換算 ρ を、稼働時間比・作業効率・タスク幅の
積として定義する:

https://academic.oup.com/economicpolicy/article-abstract/40/121/13/7728473
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ρ=((hR)/(hH))稼働時間比·(e)効率·(b)タスク幅.

本体3.3節の値を代入(hr=6,000, hh=2,000, e=0.6, b=0.8):

ρ=(6000)/(2000)×0.6×0.8=3.0×0.48=1.44 (人分/台).

必要台数は、ギャップ G=1,100 万人分のうちソフトウェア・既存自動化が吸収する割合を φ=0.4 として:

R*=((1-φ) G)/(ρ)=(0.6× 11,000,000)/(1.44)≈ 4.58×106 台.

本体の「約460万台」を再現する。ρ の感応度は ∂R*/∂ρ=−(1−φ)G/ρ2<0 で、効率 e が0.6→0.4に低下すると 
ρ=0.96、R*≈690 万台へ約5割増(本体7章と整合)。

A.3 学習曲線(ライトの法則)とコスト・パリティ閾値 [確立理論]
Wright (1936) の経験則は、累積生産 Q の倍増ごとに単価が進捗率 PR=1−LR 倍になると述べる:

C(Q)=C0((Q)/(Q0))b, b=2 PR=2(1-LR)<0.

累積生産が m 倍に拡大したときのコスト比は C/C0=mb。主要な組合せを示す(本体3.4節の「¥1,500万→¥200万級」
の妥当性検証):

学習率 LR 進捗率 PR 指数 b 100倍時 C/C0 1,000倍時 C/C0

15% 0.85 −0.234 0.339 (¥508万) 0.199 (¥298万)

20% 0.80 −0.322 0.227 (¥340万) 0.108 (¥163万)

25% 0.75 −0.415 0.148 (¥222万) 0.057 (¥86万)

誠実な帰結. 「¥200万級」への到達は、学習率20%なら累積約1,000倍、学習率25%なら約100倍を要する。すなわち
本体の目標値は「学習率が歴史的中央値の上側、かつ世界累積生産が2〜3桁拡大する」という結合条件に依存する点
確定ではない。これはA.12の感応度分析で明示的に幅として扱う。

コスト・パリティ閾値. タスクは、効率調整後のロボット時間費用が実効賃金を下回るとき自動化される:

(cR^hr)/(e)<w (1+社会保険料率), cR^hr=((r+δ)PR)/(H)+c_energy+c_maint.

Pr=¥200万, r+δ=0.25, H=6,000 時間、電力・保守を加えると cr
hr≈¥183/時、効率調整後 ≈¥305/時。人間の実効賃

金 ¥2,500/時 に対し、ロボット時間基準で約12倍、効率調整基準で約7〜8倍の優位(本体「一桁以上」は前者の基準
で成立、後者ではやや下回る点を明記)。閾値通過後は C(Q) の単調減少により採用が非線形に加速する。

A.4 自動化シェアのロジスティック普及 [確立理論(応用)]
技術普及の標準(Griliches, Mansfield)に従い、自動化可能タスク比率 α(t) をロジスティックで表す:

α̇=g α(1-(α)/(ᾱ)) ⇒ α(t)=(ᾱ)/(1+e-g(t-t0)).

上限 ᾱ は物理的・制度的・選好的制約による自動化天井で、本体は慎重 ᾱ=0.45、標準 ᾱ=0.60 と幅を置く。これはS
字の「最終到達点」の不確実性を、点でなく区間として扱う操作化である。スケーリング則の将来外挿が自然法則で
ない以上、ᾱ と g の双方に事前分布を与えるのが誠実である(A.12)。
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A.5 一律配当とジニ係数:厳密な縮小定理 ★中核 [確立理論]
これは本付録で唯一「定理」と呼べる、厳密かつ頑健な結果である。所得 X、平均 μ、ジニ係数を平均差表現で書く:

GX=(1)/(2μ) E |X-X'|, X,X' i.i.d.

全員に定額 τ を配ると Y=X+τ。平均差 E|Y−Y′|=E|X−X′| は位置シフト不変、平均は μ+τ に増える。ゆえに

GY=(μ)/(μ+τ) GX=(GX)/(1+τ/μ) .

さらに Y は X をローレンス優越する(平均正規化後の2次確率優越)。目標 Gγ=0.25、現状 Gx=0.33、平均 μ=¥300万 
を代入:

1+(τ)/(μ)=(0.33)/(0.25)=1.32 ⇒ τ=0.32×300=¥96万≈¥100万.

本体3.6節の「一人年約100万円」を厳密に再現する。段階増額の各時点のジニは:

配当 τ τ/μ 帰結ジニ Gγ 本体KPIとの対応

¥24万 0.08 0.306 第II段階(≤0.30 目前)

¥60万 0.20 0.275 第II段階達成

¥100万 0.333 0.248 第III段階(≤0.25)達成

厳密な但し書き(二点).

1. 指数化の必要性. 効くのは τ/μ である。成長により μ が上昇すれば同一名目配当のジニ効果は逓減する。したがっ
て配当は平均所得に連動させる必要がある(τ(t)=0.32μ(t) を維持)。これは本体が明示していなかった重要な設計
条件である。

2. 財源の中立性が鍵. 上式は「τ が分布 X の外部(資本レント側)から拠出される」場合にのみ純粋に成立する。もし 
τ を X 自身への比例課税で賄えば全員が τ を払い τ を受け取り正味効果はゼロになる。ゆえに財源はA.9のレント
課税でなければならない。ここでA.5とA.9が論理的に連結する。

A.6 ボーモルの二部門モデルと相対価格の逆転 [確立理論]
Baumol (1967) の二部門(進歩部門 P:生産性成長 gp、停滞部門 S:gs<gp)では、賃金均等化の下でサービス相対価格が
上昇する:

(d)/(dt)ln(pS)/(pP)=gP-gS>0 (コスト病).

フィジカルAIは停滞部門(介護・教育・医療)の gs を引き上げ、gs>gp とすれば符号が反転する。消費バスケット費用
を、サービス支出割合 s、pp≡1 と正規化し、相対価格が年率 π=gs−gp>0 で下落すると置くと:

(P(T))/(P(0))=(1-s)+s e-π T.

s=0.6, π=0.02, T=20:

(P(20))/(P(0))=0.4+0.6 e-0.4=0.4+0.6(0.670)=0.80.

実質購買力は 1/0.80=1.25、すなわち名目所得が不変でも +25%(本体3.7節を再現)。この経路は分配政策と独立に働
くため、政策全体のロバスト性を高める(∂(実質所得)/∂π>0 が分配パラメータと直交)。
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A.7 一人当たり成長会計とラムゼー型最適蓄積 [確立理論(応用)]
会計恒等式. gγ=g(Y)−n。人口減 n=−0.6% ゆえ、総産出横ばい(g(Y)=0)でも gγ=+0.6%。本体4章「分母が縮む効果」
の厳密表現である。

自動化つきソロー会計. 有効労働 �=L+ρR を用い Y=K�(A�)1−� とすると:

gY=β gK+(1-β)(gA+g L), g L=(L)/( L)gL+(ρ R)/( L)gR.

gl<0 をロボット項 (ρR/�)gr>0 が相殺し、gr が十分大きければ g�>0。本体のS0–S3は (ga,gr,β) の異なる仮定に対
応する。

ラムゼー最適経路. 社会計画者問題(CRRA効用):

max∫0^∞ e-θ t(ct
1-γ-1)/(1-γ) dt s.t. k̇=f(k)-c-(δ+n)k.

オイラー方程式と修正黄金律:

(ċ)/(c)=1γ(f'(k)-δ-θ), f'(k*)=δ+θ+γ g.

自動化はロボット体化資本の限界生産 f′(k) を高め、最適資本ストックと最適成長率を押し上げる。すなわち「基金
による自動化資本への集中投資」は、分配政策であると同時に最適成長経路上の投資でもあるという二重の正当化を
得る。

A.8 国民オートメーション基金の蓄積動学と持続可能性 [本レポートの応用]
基金残高 F(t) の動学(線形ODE):

Ḟ=rF F+κ Π(t)-D(t),

rf:実質運用利回り、κ:レント捕捉率、Π:自動化レント、D:配当支払。積分因子で解くと:

F(t)=erF t[F0+∫0
t e-rF s(κΠ(s)-D(s)) ds].

レントが Π(s)=Π0egΠs で成長する部分は閉形式:

∫0
t e-rF sκΠ0 eg_Π s ds=(κΠ0)/(g_Π-rF)(e(g_Π-rF)t-1).

Π0=¥30兆(2040年水準)、κ=0.35、rf=0.035、gΠ=0.04、初期シード F0 をGPIF規模の一部とすると、2050年で 
F≈¥600〜¥900兆(本体5.2節)に達する。

持続可能性条件(ここが最重要の誠実な補正). 実質元本を維持する恒久配当は D(t)≤rfF(t)(ノルウェー政府年金基金の
「実質リターンのみ取り崩す」規律)。F=¥800兆、rf=3.5% なら:

D*_fund=rF F=¥28兆/年 ⇒ 一人当たり (28兆)/(1.1億)≈ ¥25万.

したがって基金の運用益だけで賄える配当は約¥25万にとどまり、目標¥100万(総額¥110兆)には届かない。 差額は継
続的なフローで埋めねばならない。財源恒等式:

D_total=(rF F)≈¥28兆+(T_rent)レント課税+(T_data)データ配当+(一般財源).

本体が「運用益だけでは非現実的」と述べた点を、この恒等式が定量的に裏づける。¥110兆の完全配当は、経済規模
が2050年に実質2倍超へ拡大し(Π が比例拡大し)、かつ κ を高位に保つ場合にのみ到達可能で、それ自体が楽観条件
であることを明記する。
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A.9 自動化レントの最適課税 [確立理論]
Diamond–Mirrlees (1971) の生産効率定理と Ramsey の逆弾力性則により、税の死荷重は供給・需要弾力性の調和
平均に比例する(Harberger 三角形):

DWL≈12 τ2 (ηS ηD)/(ηS+ηD)·(X)/(P).

純粋レント(ηs=0)では DWL=0。これが Henry George 定理(Arnott–Stiglitz 1979)であり、供給非弾力的な要素への
課税は無歪みで、公共財を賄える。税負担は完全に要素所有者に帰着し、利用者価格は不変ゆえ産出は歪まない。

設計上の要諦(本体5.2節の厳密化). ロボット資本の供給は長期的には弾力的(ηs>0)だから、資本所得総額への課税は
投資を歪める。無歪み性が成り立つのはレント成分、すなわち自動化余剰から正常リスク調整後収益 r*K を控除した
部分に限る:

課税ベース=Π-r*K.

この成分への税率は理論上100%近くまで死荷重を伴わず引き上げうる(実務的制約は測定と租税回避)。ロボット労働
換算の国家統計化(本体第0段階)は、まさにこの課税ベースを可観測にするための前提工程として位置づけられる。

A.10 世代重複(OLG)と世代間公平 [確立理論(応用)]
Diamond (1965)/Samuelson (1958) の二期間OLGでは、人口減と長寿化が従属人口比 Dr=高齢/生産年齢 を上昇さ
せ、賦課方式年金の一人当たり負担を ∝Dr で増大させる。基金は積立方式の世代横断資産として、崩壊する労働所
得と逼迫する年金を補完する。

持続可能性は Hartwick 則(1977)で規律づけられる:一時的なレント windfall から一定の一人当たり消費を世代を超
えて維持するには、レントを再生産可能資本に投資せよ。本文脈では

genuine saving=κΠ-(D-rF F)≥ 0,

すなわち「配当が運用益を超える取り崩し分を、レント拠出が上回る」ことが世代間公平の条件となる。A.8の財源
恒等式は、この Hartwick 条件の会計的表現に他ならない。

A.11 上流性指数の厚生経済学的基礎 [本レポートの応用]
個人レベル. 5側面 xik の合成を加重幾何平均(コブ=ダグラス)とする:

Ui=Πk=1
5 xik

wk, Σk wk=1, ln Ui=Σk wkln xik.

掛け算(幾何平均)を採る理由は厳密に述べられる:これは側面間の代替弾力性1・不均衡罰則付きの集約であり、一側
面が0なら Ui=0(所得が2倍でも自由時間ゼロなら上流でない)。本体1.2節の直観の数理的根拠である。

社会レベル. Atkinson (1970)/Kolm の不平等回避 ε 付き集約:

W_ε=(1NΣi Ui
1-ε)1/(1-ε), ε→1 ⇒ W1=(Πi Ui)

1/N (幾何平均).

Atkinson 指数 Aε=1−Wε/Ū(均等分配等価/平均)。

目的関数の統一. Sen (1976) の厚生指標 W=Ū(1−Gu) を用いれば、本体の達成条件(A)「水準」と(B)「平等」を単一
目的に束ねられる:

max Ū (1-GU) s.t. Pr[Ui≥ Ū_基準]≥0.95, GU≤0.25 .
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すなわち「一億総上流」とは、平均上流性と平等度の積を、下位裾の底上げ制約の下で最大化する問題として厳密に
定式化できる(なおジニとアトキンソンは異なる汎関数であり、両者は多くの分布で同方向に動くが恒等ではない点
は明記する)。

A.12 感応度・比較静学・モンテカルロ [本レポートの応用]
ギャップ閉鎖時点を T*=min{t: ρR(t)+ソフト吸収≥G(t)} と定義する。主要パラメータに関する比較静学の符号は:

(∂ T*)/(∂ ᾱ)<0, (∂ T*)/(∂ LR)<0, (∂ T*)/(∂ e)<0, (∂ T*)/(∂ g)<0, (∂ T*)/(∂ φ)<0.

いずれも「技術・分配が有利に振れるほど閉鎖が早まる」ことを示す。これらは互いに独立でないため、実務では各
パラメータに事前分布を与え多数回試行する:

Pr[T*≤ 2040]=∫ 1 T*(θ)≤2040 dF(θ), θ=(LR,e,ᾱ,g,κ,…).

例示的事前分布(学習率 LR～U[0.15,0.25]、天井 ᾱ～U[0.45,0.60] 等)の下では、閉鎖には複数の有利な引きの同時実
現が要るため、Pr[T*≤2040] は1を有意に下回る――具体的確率の断定は避け、本体第7章の結論「不可能ではない
が複数の楽観条件の同時成立を要する」を定量的方法論として裏づけるにとどめる。

A.13 反証可能性と懐疑的ベンチマーク [確立理論との対決]
最大限の誠実さのため、本付録の枠組みそのものから導かれる最も悲観的な推計と正面から対決する。アセモグルは、
A.1と同じタスクモデル+ヒュルテンの定理から、今後10年のTFP効果は総計で0.66%を超えず、年率にしておよそ
0.064%の上昇にとどまる[3]と結論する。さらに初期の実証は学習容易なタスクからのもので、将来の効果は文脈依
存的で客観的成果指標のない学習困難なタスクから生じるため、10年のTFP上昇は0.53%未満とさらに控えめになり
うる[5]としている。これは本体のS2/S3が想定する成長を大きく下回る。

三点の照合.

1. 地平と資本深化の差. アセモグルの推計は10年・静学(新タスク創出と科学加速を除外)である。本レポートは25年
で、基金が財源とする物理資本の深化とフィジカルAIの体化を明示的に仮定する。A.7の gk,gr 項が、静学ヒュル
テンが捉えない部分に対応する。したがって両者は矛盾でなく、地平と仮定の差として整理できる。

2. 懐疑論が基金論を強化する. 決定的に重要なのは、アセモグル自身がAIは資本と労働の所得格差を拡大させると
予測し、労働所得の不平等を縮小させる証拠はないとしている[9]点である。これは本体の中核命題――再分配は
自動には起きず、制度設計を要する――を、懐疑派の側から裏づける。A.1の sl↓ が現実なら、基金の必要性は
むしろ高まる。

3. 誠実な帰結. もしアセモグルの規模観が正しければ、本レポートのS2/S3は過度に楽観的で、S0/S1がより蓋然的で
ある。だがその場合でも(むしろその場合こそ)、利得が資本に集中する以上、国民オートメーション基金の政策的
優先度は下がらず上がる。すなわち本構想の頑健性は「高成長が実現するか」ではなく「利得が誰に帰属するか」
に依存する――そしてタスクモデルは後者について、成長率の楽観・悲観いずれのシナリオでも同じ答え(資本へ
の集中)を返す。
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